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昭和大学頭頸部腫瘍センターの 
頭頸部癌患者における当科の介入効果の検討

―開設 1年間（2014 年）と最近 1年間（2019 年）との比較―

田下　雄一＊1，2） 伊原　良明 2） 福西　佑真 2，3）

石黒　光哲 2） 服部　匠真 2） 小池　丈司 2）

野末　真司 2） 原田　由香 2） 嶋根　俊和 1）

 高橋　浩二 2）

抄録：昭和大学頭頸部腫瘍センター（以下当センター）は 2014 年 10 月に設置され頭頸部腫瘍
の診療を行っている．今回，口腔リハビリテーション科（以下当科）の立場にて 2014 年 10 月
から 2015 年 9 月（14 年群），2019 年 4 月から 2020 年 3 月（19 年群）の調査期間において，
当センターで頭頸部癌治療が行われた患者を対象とし，介入患者数，原発部位，治療内容，介
入時期，介入内容について調査した．さらに，手術療法を行ったT1，T2 患者について，手術
から経口摂取開始までの日数，術後在院日数，手術から経口摂取開始までの日数と術後在院日
数の相関について調査したので報告する．介入患者数は 14 年群 38 名，19 年群 98 名であった．
介入時期は，14 年群では治療開始前 30 名，治療後 8名，19 年群では治療開始前 97 名，治療
後 1名であった．介入内容は，14 年群は摂食嚥下訓練 30 名，口腔内装置 8名，19 年群は摂食
嚥下訓練 96 名，口腔内装置 76 名，口腔衛生管理 97 名であった（重複あり）．手術から経口摂
取開始までの平均日数は，T1症例は有意差は認めなかった（14 年群：2.4 日，19 年群：3.2 日）．
T2 症例では短縮傾向を認めた（14 年群：7.1 日，19 年群：4.7 日）．術後在院日数は，T1症例
は有意差は認めなかった（14 年群：7.2 日，19 年群：10.4 日）．T2 症例は有意な短縮を認めた
（14 年群：16.8 日，19 年群：12.2 日，P＝0.045）．手術から経口摂取開始までの日数と術後在
院日数の相関はT1，T2 症例共に非常に強い正の相関を認めた（T1：r＝0.771，T2：r＝0.772）．
今後さらに患者のQOLの向上，効率的な治療を行うためにはセンターにおけるそれぞれの職
種の役割を理解し，よりスムーズな連携をはかることが重要であると考えられる．
キーワード：頭頸部癌，頭頸部腫瘍センター，口腔リハビリテーション科，術後在院日数，経

口摂取開始までの日数

緒　　言

　近年，癌発生率は増加傾向にある一方，医療の発
展により治療後の生存率は改善され，いわゆる「が
んサバイバー」は増加の一途をたどっている1，2）．
頭頸部癌は罹患部位の特殊性から，治療によって多
くの患者が嚥下機能障害をきたす．

　頭頸部癌術後機能障害に対するリハビリテーショ
ンについては，単一職種による介入と比較して，
チーム医療のメンバーの専門性を把握しながら，症
例の病態や状態に応じた多角的アプローチを実施す
ることで，短期間での好結果が得られると言われて
いる3）．
　昭和大学は医学部，歯学部，薬学部，保健医療学
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部の 4学部を擁する医系総合大学であり学生時代か
らチーム医療の精神を培っている4）．2014 年 10 月
に医学部と歯学部のスタッフで昭和大学頭頸部腫瘍
センターが設置され，医学部耳鼻咽喉科学講座と歯
学部口腔外科学講座口腔腫瘍外科学部門，歯学部ス
ペシャルニーズ口腔医学講座口腔リハビリテーショ
ン医学部門（口腔リハビリテーション科，以下当
科）のスタッフが同センター内で緻密な連携を取
り，それぞれの長所を生かし，短所を補いながら，
本学の建学の精神である「至誠一貫」を具現化すべ
く，常に患者中心の医療に取り組んでいる．具体的
な取り組みとして頭頸部癌治療の専門医療スタッフ
と口腔機能のリハビリテーションの専門医療スタッ
フがチームを組み，術前から詳細な機能評価，身体
評価，QOL評価を行い，術前からリハビリテーショ

ン指導を行っている．頭頸部癌に対してこのような
取り組みを行っている医療機関は，われわれが渉猟
した範囲では国内外を通じてまだ稀少である．
　今回，頭頸部腫瘍センター開設から 5年が経過し
たため，当科の頭頸部腫瘍センターにおける活動内
容の変遷を調査し，開設当時と昨年度における取り
組み内容，手術から経口摂取開始日までの期間およ
び術後在院日数について比較検討したので報告する．

頭頸部腫瘍センターにおける当科の役割

　1．機能評価と機能訓練の実施
　治療前から詳細に摂食嚥下機能に関わる口腔咽頭
機能，発声・構音機能を評価し（図 1），この評価
結果を術後の摂食嚥下訓練の到達目標として機能訓
練プログラムを立案し，個々の症例に応じた機能訓

図 1　摂食嚥下機能評価用紙
栄養・食事，認知，呼吸機能，頸部可動性，口腔内の状態，口腔咽頭機能，発声・構音機能，嚥下スクリーニン
グテストについて評価を行っている．



田　下　雄　一・ほか

184

練を実施している（図 2）．
　2．口腔内装置の作製
　手術患者に対して術前に創部保護シーネを作製
し，術後即時に，細部を粘膜調整剤（ソフトライ
ナーⓇ　ジーシー）で調整した創部保護シーネを装
着し，皮弁および植皮部位を圧迫して生着させるこ
とで，瘢痕拘縮による機能障害が生じることを予防
している5-7）．また放射線治療患者に対しては，健
常組織の被曝範囲を制限する目的で顎位を固定し，
舌などの健常組織を圧排するための口腔内装置
（オーラルステント）を作製している（図 3）．
　3．周術期口腔衛生管理
　全癌患者に対し，当科歯科医師および歯科衛生士
が連携しながら，治療前後に口腔衛生管理8）を実施
している．

研究と方法

　1．対象および調査項目
　頭頸部腫瘍センターが開設した 2014 年 10 月から
2015 年 9月の 1年間（14年群），および 2019 年 4月
から 2020 年 3 月の 1年間（19 年群）で，頭頸部腫
瘍センターにて頭頸部癌治療を行った患者のうち，
当科歯科医師が摂食嚥下治療，口腔内装置の作製，
周術期口腔衛生管理を行った頭頸部癌初診患者を対
象とし，1）介入患者数，2）原発部位，3）治療内容，
4）介入時期，5）介入内容を調査した．さらに，対
象患者のうち，手術療法を行ったT1，T2患者につ
いて，6）手術から経口摂取開始日までの期間，7）
術後在院日数，8）手術から経口摂取開始までの日数
と術後在院日数の相関について検討した．

図 2　機能評価に使用している器具および実施風景
（1）鼻息鏡（2）舌圧計（3）口唇閉鎖力測定器（4）ピークフローメータ（5）開口量測定器（6）オー
ラルディアドコキネシス測定器（7）口腔水分計

図 3　オーラルステント
左：オーラルステント正面像，右：オーラルステント装着時
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　2．統計方法
　統計解析には IBM SPSS Statistics 26 を使用し，
Mann-Whitney 検定およびPearson の相関係数を用
いて行った．有意水準は 0.05 未満とした．
　3．倫理的配慮
　本調査は昭和大学医学部「人を対象とする研究等
に関する倫理委員会」の承認を得て行われた（承認
番号 3269）．

結　　果

　1）介入患者数
　14 年群において，頭頸部腫瘍センターにて頭頸
部癌治療予定の患者のうち，当科介入患者数は 38
名（男性23名，女性15名，平均年齢62.0±11.7歳）
であったのに対し，19 年群は 98 名（男性 66 名，
女性 32 名，平均年齢 64.9±12.3 歳）と約 2.5 倍に
なっていた．
　2）原発部位
　14年群では舌 14名（36.8％），上顎 8名（21.1％），
下顎 5 名（13.2％），その他 11 名（28.9％）であっ
たのに対し，19 年群は舌 15 名（15.3％），中咽頭
15 名（15.3％），下咽頭 13 名（13.3％），甲状腺 13
名（13.3％）， 下 顎 8 名（8.2％）， そ の 他 34 名
（34.7％）であった（図 4）．
　3）治療内容
　患者の癌治療内容は 14 年群では手術療法 37 名
（97.4％），放射線化学療法 1名（2.6％）であったの

に対し，19 年群では手術療法 65 名（66.3％），放射
線化学療法 22 名（22.4％），放射線療法 10 名
（10.2％），手術療法＋放射線化学療法 1 名（1.0％）
であった（表 1）．

図 4　14 年群と 19 年群の原発部位の比較

表 1　患者背景

14 年群 19 年群

患者数 38 98
男女比 23：15 66：32

年齢（平均± SD）（歳） 62.0±11.7 64.9±12.3
TN分類 n＝38 n＝98

TX  0  9
Tis  1  1
T1 16 33
T2 17 30
T3  1 16
T4  3  9

N－ 35 71
N+  3 27

治療方法 n＝38 n＝98

外科処置 37 65
外科処置＋放射線化学療法  1  1

放射線化学療法  0 22
放射線療法  0 10

単位：人
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　4）介入時期
　14年群では，治療開始前の介入が30名（78.9％），
治療後の介入が 8 名（21.1％）であったのに対し，
19 年群はそれぞれ 97 名（99.0％），1名（1.0％）と
なっていた（図 5）．
　5）介入内容
　14 年群は摂食嚥下治療 30 名，口腔内装置 8名で
あったのに対し，19 年群は摂食嚥下治療 96 名，口
腔内装置 76 名，口腔衛生管理 97 名であった（重複
あり）．摂食嚥下治療は 3.2 倍に，口腔内装置は 9.5
倍に増加し，口腔衛生管理は新たに導入することが
できた（図 6）．

　6）手術から経口摂取開始までの期間
　T1 症例において，手術から経口摂取開始までの
期間は 14 年群では平均 2.4±2.6 日であったのに対
し，19 年群では平均 3.2±3.6 日であり，両群に有
意差は認めなかった．
　T2症例において，手術から経口摂取開始までの
期間は 14 年群では平均 7.1±6.7 日であったのに対
し，19年群では平均 4.7±4.9 日であった．両群に有
意差は認めなかったが 19 年群において，経口摂取
までの期間の短縮傾向を認めた（P＝0.322）（図 7）．
　7）術後在院日数
　T1症例において，術後在院日数は 14年群では平

図 5　14 年群と 19 年群の介入患者数と介入時期の比較
19 年群では介入患者数が約 2.6 倍に増加し，介入時期は
治療開始前の割合が増加した．

図 7　T1，T2 症例における経口摂取開始日数の比較
T1 症例では，14 年群と 19 年群の間に有意な差は認め
なかった．T2 症例では両群間に有意差は認めないもの
の，19 年群において，経口摂取開始までの期間の短縮
傾向を認めた．

図 6　14 年群と 19 年群の治療介入内容と介入数の比較
19 年群において，摂食嚥下治療や口腔内装置の介入数
が明らかに増加し，口腔衛生管理の依頼を受けるよう
になった．

図 8　T1，T2 症例における術後在院日数の比較
T1 症例では，14 年群と 19 年群の間に有意な差は認め
なかった．T2 症例では 19 年群において，術後在院日
数の有意な短縮を認めた．
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均 7.2±1.6 日であったのに対し，19 年群では平均
10.4±4.7 日となり，有意な延長を認めた（P＝0.002）．
　T2症例において，術後在院日数は 14 年群では平
均 16.8±12.7 日であったのに対し，19 年群では平
均 12.2±9.0 日となり，有意な短縮を認めた（P＝
0.045）（図 8）．
　8）手術から経口摂取開始までの日数と術後在院
日数の相関
　手術から経口摂取開始までの期間と術後在院日数
について相関関係を調べたところ，T1（14 年群＋
19 年群），T2（14 年群＋ 19 年群）症例共に非常に
強い正の相関を認めた（T1：r＝0.771（P＝0.000），
T2：r＝0.772（P＝0.000））．

考　　察

　今回の検討では介入患者数の増加を認め，治療開
始前からの介入の割合が高くなった．また，T2 症
例では手術から経口摂取開始までの期間，術後在院
日数において 19 年群において短縮を認めたが，T1
症例においては，19 年群にて手術から経口摂取開
始までの日数で延長傾向を認めた．
　本研究で対象とした頭頸部癌術後患者では，摂食
嚥下障害が高頻度に発生することが報告されてい
る．Logemann らは切除範囲が広範囲になるほど口
腔期の障害に加えて咽頭期にも問題が生じていたと
報告している9）．Kao らは遊離皮弁・筋皮弁による
再建術を行った口腔咽頭癌患者の 15.2％に誤嚥が認
められたと報告している10）．Tei らは口腔癌術後 1
か月の嚥下造影評価で 40.0％の患者で液体の誤嚥を
認め，手術後 6か月は摂食嚥下機能が不安定であっ
たと報告している11）．また，頭頸部癌術後患者の
QOL低下には摂食嚥下機能の低下が大きく影響し
ていたとの報告もされている．須永らは喉頭摘出術
後患者において，摂食嚥下障害は QOL と相関が
あったと報告している12）．さらに摂食嚥下障害のみ
ならず，是松らは進行舌癌の広範囲切除・再建後の
構音障害および摂食嚥下障害は，患者のQOLにお
いて大きな問題となったと報告している13）．そのた
め，患者に対し可能な限り早期から経口摂取を開始
することは早期からのQOL向上に寄与すると考え
られる．今回の検討では，14 年群のT1症例と比較
し，19 年群のT1症例において，手術から経口摂取
開始までの日数で延長傾向を認めた．術後在院日数

においても約 3日の有意な延長が認められた．この
理由としてセンター開設当時は根治性の追求に加
え，より早い口腔機能回復，社会復帰を目指してい
た．しかし，T1 症例は切除後単純縫縮例が多いた
め，創部の緊張が強い場合も多く，症例を重ねるに
従い，術後，縫縮創の一部哆開症例などを認めるこ
ともあった．そこで哆開など術後治癒不全や退院後
の併発症を回避するため経口摂取開始までの期間お
よび退院までの期間が開設時より長くなったと考え
られた．19 年群の T2 症例においては，14 年群の
T2 症例と比較して手術から経口摂取開始までの日
数で短縮傾向を認め，さらに術後の在院日数に関し
ては有意に短縮していた．これは，T2 症例におい
ては，人工真皮の使用症例や皮弁による再建症例も
多く，T1症例と比較し，創部の緊張が弱く，機能再
開後に縫縮創の哆開症例などに遭遇することも少な
かったため，術後のリハビリテーションを開設当初
より早期から開始することが可能となったためと考
えられた14-16）．また，術前からの介入件数の増加に
より術後のリハビリテーションを行う上でよりス
ムーズな訓練を行う事が可能となったと考えられた．
　過去の報告では，頭頸部癌患者の摂食嚥下機能や
構音機能の回復に対して，舌接触補助床をはじめと
した口腔内装置の有用性が報告されている17-20）．今
回の調査では，開設当初と比較し，口腔内装置の作
製件数は 9.5 倍に増加した．これは，当センターに
関わる多くのスタッフが顎義歯や口蓋床，舌接触補
助床，歯の保護用シーネなどの口腔内装置について
目的や効果を認識したため，依頼件数が増加したと
考えられた．
　術後早期からリハビリテーションを開始すること
の有用性は過去に報告されており21），頭頸部腫瘍セ
ンターでは頭頸部癌専門の耳鼻咽喉科医師と口腔癌
専門の口腔外科歯科医師が主体となり癌治療を実施
している．加えて，口腔リハビリテーション科歯科
医師が治療前より，栄養・食事，認知，呼吸機能，
頸部可動性，口腔咽頭機能，発声・構音，嚥下機能
を詳細に評価し，評価結果に基づき早期から効率的
な摂食嚥下訓練を実施している．これにより，当科
も頭頸部癌治療に関わる一員として，リハビリテー
ションという側面から，入院日数の短縮に尽力でき
たと考えられる．入院日数を短縮することは，低コ
スト化にもつながり，さらには医療費の削減という
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点においても効果が期待できると考えられる．
　介入患者数の増加と，治療前からの介入数が増加
した要因として，診療枠の増加やカンファレンスへ
の参加，病棟スタッフとの連携，摂食嚥下治療や口
腔衛生管理についてスタッフへの啓発によって，頭
頸部癌治療に携わる当科の治療が，全スタッフに周
知されたことに起因すると考えられた．
　また，介入内容においては，歯科衛生士の介入に
より，さらに治療の幅を広げることが可能となっ
た．これは，頭頸部癌治療に参加している全スタッ
フが職種に関わらずチームとしてシームレスな連携
を取りながら，治療開始前から介入し，患者のQOL
の維持向上を目指した結果であると考えられた．
　今回の検討では，14 年群の介入患者数が 38 名と
少なく，多くの患者がT1，T2 と比較的切除範囲の
小さな患者が多かった．また，T3，T4 の広範囲切
除を要した患者が少なかったため，T3，T4 症例に
ついて統計学的に検討することが困難であった．今
後の検討ではT3，T4 といった広範囲切除症例を含
めた検討が必要であると考えられる．また，原発部
位別に検討し，頭頸部癌治療における摂食嚥下治療
の重要性をさらに詳細に検討する必要がある．ま
た，今回の検討では患者の QOL について検討を
行っておらず，今後QOLに関して評価を行うこと
が必要であると考えられる．

結　　語

　本研究の結果より，頭頸部腫瘍センターで当科が
術前早期から患者に介入することで入院日数の短縮
に貢献できると思われる．今後さらに患者のQOL
の向上，効率的な治療を行うためには，頭頸部腫瘍
センターにおいて関連診療科間の円滑な連携が重要
であると考えられる．
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Intervention of our department on the outcomes of head-and-neck cancer patients  
in Showa University Head-and-Neck Oncology Center : 

Comparison of patients of the first one year （2014） with those of the latest one year （2019）

Yuichi Tashimo＊1，2）, Yoshiaki Ihara2）, Yuma Fukunishi2，3）,  
Mitsunori Ishiguro2）, Shoma Hattori2）, Joji Koike2）,  
Shinji Nozue2）, Yuka Harada2）, Toshikazu Shimane1） 

and Koji Takahashi2）

　Abstract 　　 Showa University Head and Neck Oncology Center was established in October 2014 for 
the total management of head-and neck-cancer patients.  The Department of Oral Rehabilitation Medicine 
（DORM） cooperated with this center from the time of its establishment.  In this study, we investigated 
the number of patients who received interventions by the DORM, primary sites, treatment procedures, 
starting dates, and methods of intervention of the DORM.  The number of days between surgery and 
oral intake, period of hospitalization after surgery, and correlation between these periods were also inves-
tigated in the T1 and T2 surgical cases.  These investigations were performed for patients in the first 
one year （2014） and those in the latest one year （2019）.  A total of 38 and 98 patients received interven-
tions from the DORM in 2014 and in 2019.  The starting dates of interventions by the DORM were dur-
ing the pre-treatment of cancer in 30 （2014） and 97 patients （2019）; these processes involved the post-
treatment of cancer in 8 （2014） and 1 patient （2019）.  The methods of intervention of the DORM were 
dysphagia training （30 cases） and oral appliance （8 cases） in 2014 and dysphagia training （96 cases）, 
oral appliance （76 cases）, and oral prophylaxis （97 cases） in 2019 （several methods showed overlap）.  
The number of days between surgery and oral intake in 2019 T2 cases was significantly shorter than 
that in 2014 T2 cases.  The period of hospitalization after surgery in 2019 T2 cases was significantly 
shorter than that in 2014 T2 cases.  Extremely strong positive correlations of the number of days be-
tween surgery and oral intake with the period of hospitalization after surgery were observed in T1 and 
T2 surgery cases.
Key words :  head and neck cancer, Head and Neck Oncology Center, Oral Rehabilitation, days between 

surgery and oral intake, period of hospitalization after surgery
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